年末年始の祝日のお知らせ
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１．　年末年始の、ＭＬＣ・ＭＣ・ＩＨＡの契・協約で定められた祝日は、２００２年１２月２９日～２００３年１月３日です。

２．　２００２年１２月２９日には、場合により代替祝日や代替休日があります。下記３例のいずれかが、全ＭＬＣ・ＭＣ・ＩＨＡ従業員にあてはまります。

　　　ａ．　２００２年１２月２９日（日曜日）が所定休日で、２００２年１２月２７日（金曜日）が所定出勤日ならば、２００２年１２月２７日（金曜日）が（２００２年１２月２９日、日曜日の）代替祝日となります。

　　　ｂ．　２００２年１２月２９日（日曜日）が所定出勤日の場合、２００２年１２月２９日（日曜日）がそのまま祝日となります。この場合､２００２年１２月２７日（金曜日）は

（２００２年１２月２９日、日曜日の）代替祝日にはなりませんのでご注意下さい。

　　　ｃ．　２００２年１２月２７日（金曜日）も２００２年１２月２９日（日曜日）も所定休日の場合、２００２年１２月２７日（金曜日）が（２００２年１２月２９日､日曜日の）代替祝日となり、２００２年１２月２７日（金曜日）の分の所定休日は、一時的に他の日に変更されなければなりません。この場合、監督者は（できれば従業員の希望を考慮し）年末年始休暇に入る前に、代替休日を決めなければなりません。
３．　２００２年１２月３０日～２００３年１月３日の
代替祝日・休日はありません。
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年次休暇の年内使用を計画しましょう
今年も残りわずかとなりました。常用､特別常用､高齢の各従業員の皆さんにとっては､残りの年次休暇を年末までに消化できるよう､見直す時期を迎えています。年末年始の仕事納めの週に、残った休暇をまとめて取りたい人が多いようです。この“ふれあい”紙上で繰り返し説明してきましたように、年次休暇の使用については前もって計画を立て､監督者の同意を得なければなりません。しかし、年次休暇はいつでも自分の好きな時に使用できるとは限りません。監督者とすれば、業務の継続性を常に確保しなければなりません。したがって、監督者は業務上の都合により､やむなく申請された休暇を他の日に変更しなければならないことがあります。

今まさに､自分の年休の残りを調べ､監督者といつ休暇を使用したいか、話し合いをする時です。皆が休みを取りたい年末に多くの休暇を残すことがないようにしましょう。

公平な年次休暇の使用は､監督者と従業員の協力にかかっています。監督者は可能な限り従業員の希望どおり休暇を取らせるべきですが､同様に､従業員側も緊急な業務の要請に対応するため、監督者に協力することを期待されています。もう一度年次休暇の取り残しを調べ､年内に消化できる妥当な使用計画ができているか確認し､必要なら監督者と休暇の取得予定日について話し合って下さい。

同様に､監督者も従業員の休暇使用状況を調べ､それぞれの休暇取得予定日が現在及び今後予想される業務に支障がないように注意する必要があります。もし現在の休暇使用計画の変更が必要なら､監督者はただちに部下と話し合い、両者が合意できる代替日を決めて下さい。

年末・契約年度末の時点で休暇願いを出さずに残った年次休暇は自動的に失効します。以前､残った休暇は次の年に繰り越しができると思っていた人がいましたが､それは正しくありません。年内に予定していた休暇を業務上の都合でそのとおりに許可できない場合に限り､監督者はその休暇日を翌年に変更することができます。ただし､今年分の年次休暇の変更指定日は、平成１５年３月末日までとなります。
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それって私の仕事？―どこにも書いてありませんが･･･
『ジョブ　ディスクリプション（別名ポジション　ディスクリプション＝職務内容書）に書かれてない仕事を上司からするよう言われたら、拒否していいでしょうか？』―最近このような質問が数多く寄せられています。

多くの場合、職務内容書を誤解して、監督者は仕事を命じるのをためらい、従業員は仕事を拒否しています。質問の答えは、従業員に仕事を行うための資格や技能がなかったり､するように言われた仕事が違法でないかぎり、拒否はできません。職務内容書は職種や等級を決めるために必要な主な仕事内容、責任、上下関係をおおまかに書いたものです。それ以外の細かい仕事は、ふつう職務内容書からは省かれます。したがって、就労時間中の監督者から与えられた正当な仕事は、たとえ職務内容書にそのとおりの記載がなくても、従業員は行わなくてはなりません。

監督者は仕事を命じる時、従業員の職種や技能、身体的能力を当然考慮しなければなりません。例えば､専門的な知識と訓練が必要な技師の仕事やきつい肉体労働を一般事務員にさせることはできません。言うまでもなく、監督者はそれ以外にも私用や、法や規則に触れるような、仕事と関係のない用事を言いつけることはできません。

まとめに､上記の指針に沿っているかぎり､監督者は従業員に仕事を命じることができます。従業員は命じられた仕事をしなければなりません。従業員は与えられた仕事が職務内容書に書かれていようとなかろうと、職務遂行のために精一杯、努力をする責任があります。
